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保育士養成課程における専門職連携教育の考え方と社会福祉教育の課題

Ⅰ．はじめに
2023（令和 5）年 4 月に、こども家庭庁が発足

した。それに先駆けること、2021（令和 3）年 11
月 29 日に、こども政策の推進に係る有識者会議
が発表した「こども政策の推進に係る有識者会
議報告書」が、こども家庭庁の進めるこども政
策の方針に影響を与えている。

このなかで示される「今後のこども政策の基
本理念」のひとつに、「こどもや家庭が抱える
様々な複合する課題に対し、制度や組織による
縦割りの壁、年度の壁、年齢の壁を克服した切
れ目ない包括的な支援」（内閣官房 2021）があ
る１）。

子ども２）の成長・発達、また、子どもの成長・
発達と共にある保護者・養育者の生活には「切
れ目がない」という表現が用いられる。生活は、
衣食住その他、教育や医療、娯楽、人間関係や
その中で生じる心情など、多面的な要素で成り
立っている。子どものライフステージや、保護
者・養育者の子育ての過程において、抱える事
情も、貧困による生活の困難感、家庭環境への
コロナ禍の影響、障害のある子どもへのケアや

保護者自身が抱える障害、子どもへの虐待、医
療的ケア児と家族３）、家族へのケアを担うヤング
ケアラー、介護と養育の両者を担うダブルケア、
外国にルーツのある家庭など、多岐に渡ってお
り、近年社会問題としてその傾向が分析され、対
応策が講じられている（三菱 UFJ リサーチ＆コ
ンサルティング 2020、2021；厚生労働省子ども
家庭局保育課 2022；医療的ケア児の地域支援体
制構築に係る担当者合同会議 2022；こども家庭
審議会 2023:8-9）。このため、保育現場を取り巻
く環境においても、保育士が対応すべき課題は
年を追うごとに増しているといえる（鶴・中谷・
関川 2016；中谷 2020；亀﨑 2021；松田・渡邊 
2023）。

このように、従来の縦割りの仕組みでは対応
できないほど多様な問題が地域には山積してお
り、しかもそれらは先に述べた通り複雑化して
いる。こども家庭庁が設立された背景には、子
どもと保護者・養育者（以下、対象者という）を
取り巻くこうした現状がある。

また、同じく 2023（令和 5）年 4 月 1 日に施
行されたこども基本法（2022（令和 4）年 6 月 22
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日に成立）では、第 9 条にこども施策に関する
大綱を定めることが国に義務付けられている。
これに基づき、こども家庭審議会（2023）は、「今
後 5 年程度を見据えた こども施策の基本的な方
針と重要事項等 ～こども大綱の策定に向けて～

（中間整理）」を取りまとめた。この中で、子ど
もの育ちや、保護者・養育者の子育てに対する
支援は、乳幼児期から青年期、成人期への移行
期に子どものライフステージにおいて一貫して
行われるものであり、「こどもが若者となり自分
らしく社会生活を送ることができるようになる
までの一連の過程において、様々な分野の関係
機関・団体が有機的に連携し、教育・保育、保
健、医療、療育、福祉を切れ目なく提供する」（こ
ども家庭審議会 2023:9）とされる。

これを前提として、この文書では各課題ごと
に問題を整理し、子どもの当該ライフステージ
を通じた重要事項やライフステージ別の重要事
項、子育て当事者への支援に関する重要事項に
分けて、それぞれ説明している。この目的を達
成するため、こども基本法では第 13 条及び第 14
条において、国が「関係者相互の有機的な連携
の確保等」の促進に努めるよう定めている。

本稿の背景には、保育士がかかわる対象者の
置かれた生活環境は、複雑化かつ多様化してお
り、保育士の専門性だけでは限界があることが
挙げられる。身体構造のメカニズムや個として
の特性に関わる生物的側面や、精神的機能や情
緒に関わる心理的側面からのケアだけではな
く、個人を取り巻く人間関係や社会環境に関わ
る社会的側面から、多面的な影響を分析した支
援が必要である。専門職がそれぞれの専門性を
発揮しながら連携しつつ、支援に携わる複数専
門職の連携を可能にする体制づくりが求められ
ている。

これからの保育士養成課程における教育は、こ

の現代的課題に応え得るものでなければなけれ
ばならない。本稿では、英国で展開し、日本でも
保健医療福祉にかかわる養成課程で推進される
専門職連携教育（Interprofessional Education）

（以下、IPE という）にその手掛かりを求めるこ
ととした。しかしながら、山下（2021）が述べる
ように、保健医療福祉系の養成課程において IPE
が推進される一方で、保育士養成課程を含む保
育・教育系大学では立ち遅れているのが現状であ
る。保育分野では、先行研究も広がりを見ていな
い現状にあり、これから開拓される領域だといえ
よう。

本稿では、保育士養成課程が、先に述べたよ
うな保育現場を取り巻く現状による社会的要請
に応え得る養成課程であるために、保育士養成
課程として共有すべき IPE の考え方を供与する
ものである。それを、医療分野との連携におい
て IPE の一翼を担っている社会福祉教育の知見
から、保育士養成課程における理解の枠組みを
捉えている。日本における専門職連携教育の実
践及び研究は、保健医療福祉系の養成課程で推
進されており、それをリードするのは医療や看
護の教育であったが、その中にあって、社会福
祉教育からの先行研究もみられる。以下、保育
分野において専門職連携教育を導入する際に求
められる理解の枠組みを、社会福祉教育の観点
から述べたい。

Ⅱ．  専門職連携教育をめぐる先行研究の
動向

1．専門職連携教育の概念
専門職連携教育の先進国である英国の CAIPE

（Centre for the Advancement of Interprofessional 
Education）は、専門職連携教育（IPE：Interprofessional 
Education）について、“Interprofessional Education 
occurs when two or more professions learn with, 
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from and about each other to improve 
collaboration and the quality of care”と定義して
おり（CAIPE 2002）、日本では「複数の領域の専
門職者が連携およびケアの質を改善するために、
同じ場所でともに学び、お互いから学びあいなが
ら、お互いのことを学ぶこと」（米岡 2019:2）と
訳されている。この教育法が注目される背景にあ
り、その前提となるのが専門職連携実践

（Interprofessional Collaboration Practice）（以下、
IPCP という）である。英国において保健医療福
祉にかかわる専門職への関心の高まりと、医療過
誤や児童虐待などの事例を通じて得たその重要
性への気づきから始まっている（新井 2007）。

また、WHO（2010:9）は、実践レベルで専門
職連携教育を構成するメカニズムについて示し
ており、医療現場のニーズに的確に対応するた
め、未来の医療人材を対象とした IPE を実施す
ることで、連携医療を担い最適なサービスを提
供できる即戦力を育てるために必要不可欠なシ
ステムだとしている。

保育分野を巡る動きを追ってみると、抱える
事情は同様ではないだろうか。対象者が抱える
課題は、先述のように多様化かつ複雑化してお
り、そうした課題を抱える対象者の姿への理解
と課題への対応に追われている。こうした近年
の動向は、保育士養成教育におけるカリキュラ
ムにおいて、IPCP の視点を充実させる必要性を
示している。また、保育を必要とする対象者の
ニーズと IPCP に対する社会的要請への意識を
高め、卒業後に忽ち対応しなければならない
IPCP の知識・技能を培うため、養成教育の段階
から学部学科の枠を超えた IPE を実施できる体
制づくりが、これからの保育士養成教育に求め
られているといえよう。

2．  保育と社会福祉をつなぐ専門職連携教育への
意識の高まり

保健医療福祉にかかわる複数の資格・免許の
養成校において、IPE をリードしているのはチー
ム医療の中核的な存在である保健医療分野から
の考察であるが、とりわけ高齢者保健福祉や障
害者福祉の分野では、社会福祉の側面からもさ
まざまな検討がなされている（西内・西梅・鈴
木・住友 2010；木戸 2011；長崎・竹中・直島・
進藤・土屋 2015；松岡克・松岡千 2016；神林・
大林・伊藤 2018）。これは、「チーム医療」とい
う語彙には、病棟のみならず、地域医療も視野
に入れて、医療を支える、専門職を含むさまざ
まな立場・人材との連携が意図されているから
だと考えられる。社会福祉分野では、厚生労働
省・新たな福祉サービスのシステム等のあり方
検討プロジェクトチーム（2015）により「誰も
が支え合う地域の構築に向けた福祉サービスの
実現－新たな時代に対応した福祉の提供ビジョ
ン－」が発表されたことに伴い、地域包括支援
体制を構築するための手掛かりとして IPCP や
IPE への意識化が進んでいる。

しかしながら、IPE が機能するケースは、保健
医療福祉にかかわる学部学科があり、専門分野
横断型で教育プログラムが設計され、医療系学
部学科やその教員が主導するケースが主流であ
る。「チーム医療」が医療機関を中核として展開
され、医療分野の専門職である医師や看護師、保
健師、リハビリテーションの専門職である作業
療法士、理学療法士、言語聴覚士、義肢装具士
など、社会福祉分野の社会福祉士、精神保健福
祉士、介護福祉士などによる、連携が不可欠な
臨床例を複数抱えていることによる。

それに比して、「チーム保育」はどうであろう
か。保育士が専門職連携により子どもや家庭へ
の支援に当たる可能性はあるものの、必ずしも
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複数の専門職による連携を表してはいない。
「チーム保育」の場合、保育所や幼保連携型認定
こども園において、複数の保育士により共同で
クラスや集団への保育に当たる方法を示してい
る（櫻井 2021）。あるいは、園内での職種間連携
を指している。チーム保育は、必ずしも、園外
を含む多職種との連携を意図したものとはいえ
ない４）。ここで考慮に入れておかなければならな
い点は、保育士の対象は、児童福祉施設のうち
保育所や幼保連携型認定こども園だけではない
ことである。院内保育や社会的養護にかかわり、
日常から複数専門職との連携がその業務に根付
いている保育士は意識的に業務の一環として取
り組んでいる。したがって、保育士として職務
に当たっている現場の性格において、IPCP が恒
常的に組み込まれ意識できる状況にあるか否か
によって、IPCP が求められる場面に直面した時
に講ずべき手立てに差が生じることが予測され
る。したがって、養成課程の学習段階から、IPCP
を意識化できる環境を教育課程に編み込むこと
が必要になってくる。

保育分野における IPE の研究では、複数の専
門職による会議場面に着目した研究（荊木・森
田 2014；荊木・鈴木 2018）や、看護学と保育学
の接点からプログラム開発を試みようとする研
究（山下 2021）、資格・免許による専門職連携の
捉え方の相違から IPE の検討に結びつけていこ
うとする研究（松本・橋本 2022）がみられる。
この他、子どもにかかわる社会福祉教育との関
連では、学校教育の面から IPE に着目した研究
が見られる（鈴木庸裕 2019；平野・荊木・相樂・
門原 2022）。青木（2017：287-337）のように、保
育士を含むケア専門職（青木は、看護師、社会
福祉士、介護福祉士、保育士を取り上げている）
を養成する観点から IPE について問題提起した
研究がある。

Ⅲ．  保育士養成課程からとらえる「連携」
と連携教育へのニーズ

保健医療福祉の領域では包括的支援体制が進
められ、高齢者や障害児者への多職種による連
携実践（専門職連携実践）が行われている。保
育士は児童福祉法第 7 節（第 18 条の 4 から第 18
条の 24 まで）に規定され、18 歳未満の児童に対
する保育と、児童の保護者に対する保育に関す
る指導を行うとされており、13 種別の児童福祉
施設での職務が想定される子ども家庭福祉にか
かわる唯一の国家資格であるが、保育士養成課
程においても、とりわけ特別な配慮を必要とす
る対象者に対応するために専門職連携実践は欠
かせない視点となっている。

表 1 は、2018（平成 30）年に改正された保育
士養成課程の「保育士養成課程を構成する各教
科目の目標及び教授内容について」から、専門
職との連携にかかわる箇所を抜粋したものであ
る（厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知 
2018）。この文書では、複数の科目にまたがって、

「連携」の必要性が明示されている。とりわけ、
社会福祉分野に関連する科目については、専門
職連携実践が必要とされる複雑で多様なニーズ
への理解を求める内容が組まれている。しかし
ながら、高等教育機関はそれぞれの教員が独立
して教育に当たっているため、その学習の方法
はあくまでも各教科目に委ねられている。保育
分野においても、多機関・多職種連携による包
括支援体制の必要性について指摘されてきたと
ころであり（北野 2009；柏女 2019:184-186）、こ
の社会的要請に応え得る保育士養成課程である
ために、科目間の連携についてはこれから一層
検討の余地がある領域であり、ここに、本稿の
問題意識がある。
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表 1　教科目の教授内容における「連携」にかかわる事項と保育士が連携する可能性がある資格・免許
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Ⅳ．考察
1．  子どもや保護者・養育者の生活を起点にして
とらえる専門職連携教育

社会福祉教育は、保育士養成課程との関連に
おいて、IPE をどのような枠組みからとらえたら
よいのだろうか。その拠り所を対象者が主体と
なる営みである「生活」に求めた。対象者の「生
活」を基盤にして展開されるところが、保健医
療と保育、社会福祉の共通点であり、専門職連
携教育への関心は、対象者の拠点となる生活の
ある場所から考える必要がある。各専門職によ
る対応は、専門性を突き詰めるあまり、各分野
からの、生活の一片を切り取ったかのような対
応につながる可能性がある。対象者の生活は複
数の要素から成る複合的なニーズによって成立
している。対象者の生活に焦点を当てた場合、専
門職の連携により生活の全体を支える考え方に
帰結する。

岩間（2000:176）は社会福祉実践の固有性を考
察する中で、身体的側面、心理的側面、社会的
側面を合わせ持つ全体性をその性質とする人間
の生活において、専門職都合で分断されたよう
に人間を部分的に捉えることの問題を指摘して
おり、本人を主体とした援助の観点から「連携」
を取り扱っている。また、地域を基盤とした社
会福祉実践の特質について、岩間（2019:29-33）
は、①本人の生活の場で展開する援助、②援助
対象の拡大、③予防的かつ積極的アプローチ、④
ネットワークによる連携と協働の 4 点を挙げて
いる。

岩間の論点は、問題ではなく生活に焦点を当
てる考え方であり、問題に焦点づけを行うから
こそ各専門分野からの対応となり、生活から切
り離された援助になるとする課題提起を含んで
いる。また、その生活の中で派生する問題は広
範囲に及んでおり、現行法の枠組みの範疇で生

起するわけではないことを意味しており、予防
的対応を含めて、地域での生活に積極的に働き
かけることが求められるとされる。なかでも④
については、本人を中核に位置付けた上で、複
数の援助機関や専門職、地域住民等による連携
について指摘しており、社会福祉実践における
ネットワークを「関係者のつながりによる連携・
協働・参画・連帯のための状態及び機能のこと
である」（岩間　2019:32）と定義している。

この岩間の指摘との関連では、厚生労働省・新
たな福祉サービスのシステム等のあり方検討プ
ロジェクトチーム（2015）は、「誰もが支え合う
地域の構築に向けた福祉サービスの実現－新た
な時代に対応した福祉の提供ビジョン－」にお
いて、「新しい地域包括支援体制を確立するた
め、これらを担う福祉人材のあり方を検討する
必要がある。その福祉人材としては、複数分野
を束ね、必要とされる支援を実施するために業
務や職員をコーディネートする者や、自らの専
門分野の他に分野横断的な福祉に関する基礎知
識を持つことにより様々な分野の基礎的な支援
については臨機応変に担うことができる人材が
求められている」と述べている。この指摘は、保
育現場のみならず、これに耐えうる人材を送り
出す側にも課せられた要請だと考えなければな
らないであろう。

保健医療分野で IPE をけん引するのは、主と
して看護学やリハビリテーション学に従事する
研究者であり、実践者である。病棟や地域医療
で患者の生活に密着した医療を行う上でキー
パーソンとなる存在である。しかしながら、本
人の「生活」を起点とした考え方は、保健医療
分野のみならず、社会福祉分野が重視してきた
観点であり、福祉職である保育士もまた大切に
するべき観点である。それは同時に、各養成課
程がリンクすることを下支えする観点にもなる
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であろう。

2．  専門職連携教育をつなぐ “bio‐psycho‐
social” の視点

生活を基盤に据えるという観点からは、「こど
も基本法」が「こども」を「心身の発達の過程
にある者」（第 2 条第 1 項）と定義し、あえて年
齢要件を定めていないことは重要である。同法
において定められる「こども施策」が、「一　新
生児期、乳幼児期、学童期及び思春期の各段階
を経て、おとなになるまでの心身の発達の過程
を通じて切れ目なく行われるこどもの健やかな
成長に対する支援」「二　子育てに伴う喜びを実
感できる社会の実現に資するため、就労、結婚、
妊娠、出産、育児等の各段階に応じて行われる
支援」「三　家庭における養育環境その他のこど
もの養育環境の整備」を担うこととされ、子ど
もの成長・発達を単純に年齢で区切らず、身体、
心、社会（環境）のすべての面での育ちを保障
する国としての方針が明示されたからである。

ここに、保育士養成課程を含めた IPE を社会
福祉教育からの視点を切り口として述べること
の意味を見出すことができる。保育が、bio（生
物）５）‐psycho（心理）‐social（社会）の全体
性から対象者を支える営みだとするならば、子
どもの生活を各側面から支える専門職との連携
が必要になるとともに、それぞれの側面が他の
側面とどのように影響を及ぼし合っているのか
を検討できる専門職間の関係性が必要である。

bio‐psycho‐social のとらえ方を医療の新し
い モ デ ル と し て 提 唱 し た の は エ ン ゲ ル

（1977:129-136）であったが、社会福祉分野は全体
性を持った存在として対象者の姿をとらえるこ
とを、その人間観の根底に据えて支援を行って
いる。黒川（1983：2054-205）は、ホリスの翻訳
書（ホリス ,F.、黒川昭登・本出祐之・森野郁子

訳『ケースワーク－心理社会療法』岩崎学術出
版社、1966 年）に携わる中で、「ケースワークは
人間を生理・心理・社会的存在として、あるい
は「全体的な人間」（whole human being）ある
いは「状況内存在としての個人」（person-in-his 
situation）として把握し、その人間観に立脚して
援助しようとするところにその独自性がある」
としている。

社会福祉教育は、複雑で多様な生活課題を担
う対象者を先の人間観により捉える視野を培う
ことをひとつの目的としている。その上で、対
象者のニーズに適合する社会資源について学
ぶ。社会資源には、専門職間の相互作用による
連携の考え方が含まれている。

3．  社会福祉教育から考える保育士養成課程にお
ける専門職連携教育理解の枠組み

以上の点から、社会福祉教育の観点による、保
育士養成課程がかかわる専門職連携教育を理解
するための枠組みとしてモデル図を提示する

（図 1）。
高等教育機関での IPE 段階では、保育士養成

課程と他学部学科との連携教育プログラムを設
計する。ただし、保育士養成課程は、多様な分
野の教員で構成される学際的な専門家集団であ
るため、まず第一に養成課程内部での意識の共
有化が必要となる。これが専門職連携への入口
である。ここで必要なのは、IPE がなぜ必要とさ
れるのか共有化できる理解の枠組みである。教
員が共通認識を持つことで、組織性が求められ
る教育プログラムに基づく学生への教授が可能
となる。それが、生活の全体を bio － psycho －
socialから捉えるモデルである。地域で生活する
対象者が抱える多様な課題は、各専門分野から
は、生物的側面、心理的側面、社会的側面の分
野ごとの課題であるが、生活という視点から検
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討すれば、それぞれの側面が関連し、影響を及
ぼし合いながらニーズが複雑化する傾向にあ
る。したがって、生活に焦点づけることにより
専門職の連携による相互作用で対応するという
考え方が生まれる。この考え方に基づき、段階
的に、講義・演習・実習へとつないでいくこと
ができれば、教育プログラムの出口となり、IPCP
段階で、保育現場での実践と関係機関・施設と
の連携実践、つまり、生活を支える専門職集団
の実践に連動し、循環させることができるであ
ろう。

新井（2007）は、英国の専門職連携教育プロ
グラムの分析において、「利用者中心の理念」「相
互作用からの学び」「連携の理念と方法を体系的
に学ぶこと」をその特徴として挙げ、ステップ
を刻みながら段階的に学習できるよう配慮が成
されているという。

この理念を、養成課程内部また組織全体とし
て教育機関において組織的に設計するために
は、多分野に渡る専門家集団が、互いが持つ専
門性の特性やその特性ゆえに成し得ることにつ
いて共有する場が必要であり、組織的マネジメ
ントができる中核的な部署も必要になってくる
であろうが、まずは現実問題としての専門職連
携教育の意義を養成課程内部で相互に理解する
ための体制づくりが先決であろう。なぜならば、
それがたちまち学生の意識づけにつながり、保
育現場、そして、その向こう側にいる対象者に
還元されるからである。

図 1　保育士養成課程がかかわる専門職連携教育を理解するためのモデル
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Ⅴ．おわりに
本稿では、保育士を福祉職として捉え、保育

士養成課程に限定して専門職連携教育（IPE）の
考え方について考察した。本稿の限界は、社会
福祉教育の視点に立脚して論じるため、社会福
祉教育が必修となっている保育士養成課程に
ターゲットを絞り込んだが、保育士養成課程の
多くは幼稚園教諭養成課程を同時に開設してい
る保育者養成校である。また、四年制大学を中
心として小学校教諭養成課程を開設し、3 つの資
格・免許を同時取得できる養成校もある。それ
ゆえに、他学部学科との連携教育以前に、養成
課程内の連携が可能となる体制整備が障壁とな
ることがある。この問題をどのように解決する
かについて論じるには至っていない。

しかしながら、学生側から見た場合、専門職
連携実践（IPCP）は保育実習等において、意図
的に会議の場への参加が設けられたり、偶然的
に関係機関が現場に赴く機会を目の当たりにし
ないかぎり、可視的にとらえることは難しい。こ
のため、養成段階から意識的にとらえられる環
境について仕掛けづくりが必要となる。

さて、保健医療福祉分野で培われた専門職連
携教育の知見は、保育や子ども家庭福祉の分野
において包括支援体制を構築していく担い手と
なる、今後の保育士養成で生かされなければな
らない。そのためにも、異なる専門性を持つ保
育士養成課程の教員集団がまず、相互作用によ
り互いの専門性に対して共通理解を図ることが
できる関係性を築くと共に、科目間の連携を推
進し、情報共有を促進していくことが求められ
る。

一方で、地域において包括的で持続的なケア
環境を実現するためには、対象者にかかわる多
様な専門職の連携が求められる。2016（平成 28）
年 12 月 16 日には、厚生労働省雇用均等・児童

家庭局総務課長、母子保健課長通知として「要
支援児童等（特定妊婦を含む）の情報提供に係
る保健・医療・福祉・教育等の連携の一層の推
進について」が発出された。近年、国から発出
される文書やこども基本法など、多職種による
連携を強調するものが頻出している。青木

（2017）は、「『分断』された業界の壁を越えよう
としているのは、なお不透明な部分もあるが、た
とえば分野横断的なケア関連専門職の基礎的な
養成課程の『共通化』を図ろうとする、これま
での縦割りの管轄で主導的に壁を作ってきた行
政側にあるように見えるのは興味深い」と述べ
ているが、奇しくも、縦割りで制度設計してき
た行政が、制度改革により、bio‐psycho‐social
をひとつの枠組みとして、専門職連携の推進力
になろうとしているように思われる。

最後になるが、専門職連携教育から専門職連
携実践へと連動する教育プログラムの設計によ
り、地域の各機関・施設に所属し、資格・免許
また職種の専門性や場の特性が異なるなか、各
専門職の職能や持ち味を発揮することができる
関係性を築き上げることができる。このことは
同時に、専門職や地域資源としての質的向上に
も結び付ことであろう。

注
１） このなかで示される「今後のこども政策の基本理念」

として、「1．こどもの視点、子育て当事者の視点に
立った政策立案」「2．全てのこどもの健やかな成長、
Well-being の向上」「3．誰一人取り残さず、抜け落
ちることのない支援」「4．こどもや家庭が抱える様々
な複合する課題に対し、制度や組織による縦割りの
壁、年度の壁、年齢の壁を克服した切れ目ない包括
的な支援」「5．待ちの支援から、予防的な関わりを
強化するとともに、必要なこども・家庭に支援が確
実に届くようプッシュ型支援、アウトリーチ型支援
に転換」「6．データ・統計を活用したエビデンスに
基づく政策立案、PDCA サイクル（評価・改善）」が
挙げられる。
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２） 本稿では、「こども家庭庁」や「こども基本法」に関
わる文書や法令に言及する場合に「こども」と表記
し、その他は「子ども」と表記している。

３） 2021（令和 3）年 6 月 18 日に「医療的ケア児及びそ
の家族に対する支援に関する法律」が公布された。
NICU（新生児特定集中治療室）等に長期入院した
後、人工呼吸器や胃ろう等を使用し、喀痰吸引や経
管栄養などの医療的ケアが日常的に必要な児童を医
療的ケア児と呼んでおり、在宅における全国の医療
的ケア児は、推計約 20,000 人とされる（令和 4 年度 
医療的ケア児の地域支援体制構築に係る担当者合同
会議「医療的ケア児支援センター等の状況について」
厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部 障害福祉
課 障害児・発達障害者支援室　https://www.mhlw.
go.jp/content/12204500/000995726.pdf　2023 年 8
月 15 日最終閲覧日）。

４） ただし、厚生労働省（2021:4）の「地域における保
育所・保育士等の在り方に関する検討会　取りまと
め」（令和 3 年 12 月 20 日）では、「個々の保育所の
強み・体制等を踏まえた役割分担の下で、他の子育
て支援機関等とも連携・協働した上で、多様な保育・
子育て支援ニーズを地域全体で受け止める環境整備
を行う」としている。

５） bio について本稿では、近年の訳語として用いられ
る、身体構造のメカニズムや生理的機能を包含した

「生物（的側面）」と表記した。ただし、引用箇所な
ど文脈上「身体」「生理」と表記した箇所もある。
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